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1 本債券内容説明書（以下「本説明書」という。）において記載する「第 12 回、第 13 回、第 14 回大

阪府住宅供給公社債券」（以下「本債券」という。）は、地方住宅供給公社法（以下「公社法」とい

う。）第33条の2に基づき、大阪府住宅供給公社（以下「当公社」という。）が理事会の議決により、

発行する債券です。 

 

2 本債券は、大阪府(以下「府」という。)の損失補償が付されていない公募債券です。 

 

3 本債券については、金融商品取引法第 3 条の規定が適用されることから、同法第 2 章の規定は適用

されず、その募集について同法第4条第1項の規定による届出は必要とされません。 

本説明書は、当公社の業務、財務の内容等について、公社法第32条に定める財務諸表、業務報告書

等をもとに、当公社が任意に作成したものであり、金融商品取引法第13条第1項の規定に基づく目

論見書ではありません。 

 

4 当公社の財務諸表は、公社法、地方住宅供給公社法施行規則（以下「公社法施行規則」という。）及

び地方住宅供給公社会計基準等に依拠して作成され、公社法で規定する当公社監事による意見を付

した上で、大阪府知事へ提出しているものです。 

 なお、上記の財務諸表はいずれも金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定は適用されないため、

同条に基づく公認会計士又は監査法人による監査証明は求められていません。 

 

 

 

本説明書に関するお問い合わせ先 

                           大阪市中央区今橋2-3-21  

                           大阪府住宅供給公社 総務企画部  

企画室 経営企画課 財務グループ 

                         電話番号 06-7652-5861（直通）           

Email keieikikakuka2@osaka-kousha.or.jp 
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